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海上輸送量について
➢2023年における海上輸送量は、合計129億トン

➢主要品目は下図の通り

➢輸出入ともアジアのシェアが最も大きい

3
出所：Clarksons Research “Shipping Review & Outlook March 2024”

2023年における世界の品目別海上輸送量（単位：百万トン）

輸入

輸出
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➢世界の海上輸送量は経済規模の拡
大に伴い増加が続く

➢地域別では、アジアのシェアが最
も大きい

＊輸出40%、輸入64%（23年）
輸入国別でみると、中国・イン
ド・アジア諸国の増加が顕著

➢およそ8割の国際貨物が海上輸送
されており、平均輸送距離は
5,036マイル（23年）

➢派生的需要であり、経済・産業・
規制等の動向に影響を受ける

海上輸送量について

4
出所：Clarksons Research “Shipping Review & Outlook March 2024”
2009年の値は47.49

海上輸送量と経済成長の関係

海運の動向



海上輸送量について

5出所：日本郵船IRファクトブック2024 注：2000年=100 主要品目別 海上輸送量の成長率
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➢世界の国際海上輸送（重量
ベース）に占める日本のシェ
アは低下傾向

✓日本の輸出入貨物を合計すると
世界全体の3.5%（23年）

➢日本商船隊*が輸送する輸出入
貨物は、日本の輸出入貨物全
体の66.2%（22年）

*日本の外航海運会社が運航する2,000総トン
以上の外航商船、日本籍船と外国籍船で構成
される（日本船主協会）

➢ わが国は輸出入の99%を海上輸送に依存しており、外航海運はわが国の経済社会に不可欠や役割を果たしている
➢ わが国の海上貿易量の縮小に伴い、日本商船隊の輸送量は三国間輸送の比率が増加

日本の海上輸送量

6出所：S&P Global, GTAS Forecasting より作成

世界の国際海上輸送（重量ベース）に占める日本発着貨物のシェア

海運の動向
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日本の海上輸送量
海運の動向



➢24年年初で23.46億DWTの商船があり、バル
クキャリアが43%、タンカーが31％、コンテ
ナ船が14%を占める

➢所有者の所在地でみると、ギリシャ16.9%、
中国13.3%、日本10.4%である

*24年2月の推計値では、船価の合計は
2063.9億ドル

➢日本商船隊の規模は、23年央で2,211隻（1.16
億GT）であり、世界の7.5%（GTベース）の
商船を運航（海事レポート2024）

*日本籍船は311隻

船腹量について

8

日本商船隊の規模（船籍別隻数、総トン数）

海運の動向
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日本商船隊の規模

出所：国土交通省海事局「海事レポート2024」

➢ 経済安全保障の観点から外
航日本船舶等を確保するた
め、トン数標準税制等の海
運支援税制を導入

➢ 日本商船隊の船隊規模は縮
小傾向にあるが、日本籍船
は07年の92隻をボトムに増
加している。現在はパナマ
船籍が約半数であるなど、
86%が外国籍

海運の動向



実質所有国別船腹量および船舶価値のシェア
（24年年初、単位：隻、DWT、%）

10

出所：UNCTAD(2024), “Review of Maritime Transport 2024” 注：1,000総トン以上の商船
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➢コンテナ船をめぐる海運市況は激しい国際競争で長期的に低迷してきた経緯があり、世界規模
でのＭ＆Ａといった企業再編やアライアンス再編など、最適配船やコスト合理化に注力

➢2017年に川崎汽船、商船三井、日本郵船の海運大手3社が定期コンテナ船事業統合、新会社
「Ocean Network Express : ONE」を設立

海運企業の動向（コンテナ）

世界のコンテナ船社と運航船腹量

11出所：Alphaliner TOP 100 (2024/12/3時点) 

海運の動向



アライアンスの変遷

12
出所：Theo Notteboom, Athanasios Pallis and Jean-Paul Rodrigue (2022) Port Economics, Management and Policy  
(https://porteconomicsmanagement.org/pemp/contents/part6/ports-and-container-shipping/alliances-container-shipping/

海運の動向



船主の動向（コンテナ）
海運の動向

出所：Alphaliner, “Monthly Monitor November 2024“ Top 30 Non‐Operating Owners (Managing Owners ‐ Cellular Containerships only) 13

船主 TEU 隻数 シェア

Seaspan 1,933,591 189 14.8%

正栄汽船 861,408 85 6.6%

Eastern Pacific Shipping (EPS) 635,460 55 4.9%

Zodiac Maritime 546,089 49 4.2%

Costamare Shg 523,910 70 4.0%

Danaos Shg 467,694 73 3.6%

Global Ship Lease 376,473 68 2.9%

SFL Corporation Ltd 316,469 34 2.4%

BoCom Leasing Co Ltd 297,755 26 2.3%

Dohle Group 277,446 79 2.1%

Offen, Claus Peter 270,980 29 2.1%

日鮮海運 234,133 46 1.8%

洞雲汽船 228,554 18 1.8%

Minsheng Financial Leasing Co Ltd 224,330 16 1.7%

China International Marine Containers (CIMC) 222,144 24 1.7%

Navios Group 205,851 42 1.6%

Schulte Group 186,350 38 1.4%

MPC Group 136,484 55 1.0%

China Merchants Bank 132,991 8 1.0%

Capital Ship Management Corp. 113,024 28 0.9%



船社の動向（不定期）

14出所：日本郵船IRファクトブック2024より日本海事センター作成

バルクキャリアの船隊規模(24年年初) 自動車専用船の船隊規模(23年末)タンカーの船隊規模(24年年初)

会社名 隻数 シェア 船腹量_台数 シェア

WWL 111 16.2% 751,969 18.4%

日本郵船 108 15.8% 661,726 16.2%

商船三井 84 12.3% 513,809 12.6%

川崎汽船 79 11.5% 480,908 11.8%

GLOVIS 73 10.7% 482,640 11.8%

GRIM 56 8.2% 264,313 6.5%

HAL 35 5.1% 241,615 5.9%

GSL 16 2.3% 81,340 2.0%

NEPTUN 16 2.3% 66,290 1.6%

トヨフジ海運 12 1.8% 57,760 1.4%

ARC 9 1.3% 59,706 1.5%

UECC 8 1.2% 33,210 0.8%

VWL 7 1.0% 41,400 1.0%

SALLAU 7 1.0% 31,839 0.8%

AN JI 7 1.0% 30,700 0.8%

その他 56 8.2% 276,854

合計 684 4,076,079
備考： WWL社の隻数はグループ傘下のEUKOR社の隻数を合わせた数字
積載台数3,000台以上の自動車専用船を対象としたランキング

会社名 船腹量_千DWT 隻数

China COSCO Shipping 36,586 328

日本郵船 22,556 204

Fredriksen Group 15,274 108

Star Bulk Carriers 13,178 117

Berge Bulk 12,456 66

China Merchants 11,929 97

川崎汽船 11,910 98

Pan Ocean 11,337 77

ICBC 10,968 35

China Development Bank 10,473 118

商船三井 10,193 83

Oldendorff Carriers 9,693 92

Winning International 8,232 43

会社名 船腹量_千DWT 隻数

China COSCO Shipping 20,820 151

China Merchants 19,036 113

Fredriksen Group 17,653 89

Angelicoussis Group 14,711 54

Bahri 13,667 75

Nat Iranian Tanker 13,495 53

Euronav NV 13,410 53

Dynacom 11,360 66

Sinokor Merchant 10,940 98

商船三井 10,913 106

Petronas 9,259 56

SCF Group 8,963 97

International Seaways 8,806 73

Thenamaris 7,682 52

DHT Holdings 7,475 24

日本郵船 7,458 30

海運の動向



船主の動向（不定期）
海運の動向

Owner Group 船腹量_百万DWT 隻数

Fredriksen Group 24.27 118

China Merchants 22.14 150

China COSCO Shipping 21.23 183

Dynacom 17.12 105

Angelicoussis Group 16.11 64

Bahri 14.12 73

Nat Iranian Tanker 13.50 54

Sinokor Merchant 13.49 107

商船三井 12.12 142

EuronavNV 10.00 47

総計 811.39 18,504

バルクキャリアの船主グループ別船腹量 タンカーの船主グループ別船腹量

出所：Clarksons Research “Shipping Review & Outlook September 2024”
注：数値は、24年9月時点の所有および発注済船腹量の合計

Owner Group 船腹量_百万DWT 隻数

China COSCO Shipping 36.55 320

日本郵船 23.57 206

Fredriksen Group 16.65 118

Star Bulk Carriers 15.37 160

China Merchants 14.49 117

Berge Bulk 13.51 71

商船三井 12.58 97

Winning Intl 12.40 59

川崎汽船 12.38 101

Pan Ocean 11.75 81

総計 1,125.31 15,146
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国際海運における環境規制
➢ 国際海事機関（IMO）によって採択された海洋汚染防止条約（MARPOL条約）やバラスト水規制管理条約等を

通して、船舶からの温室効果ガス（GHG）及び硫黄酸化物（SOx）・窒素酸化物（NOx）の排出削減、また、
バラスト水に含まれる水生生物による生態系破壊・漁業被害対策が統一的に規制

16

海運の動向



国際海運における環境規制

17

➢ IMOは、2023年7月に「2050年頃までに GHG排出ゼロ」をはじめとする新たに強化されたGHG削
減目標等を盛り込んだ、「2023 IMO GHG削減戦略」を採択

海運の動向



➢わが国海運における燃料転換の実現に向けたロードマップ

国際海運における環境規制

18

海運の動向

出所：第３回GX実現に向けた専門家ワーキンググループ配
布資料

合成燃料：再生可能エネルギーにより生成された水素と、
回収した二酸化炭素を合成して製造される燃料



国際海運を取り巻く環境の変化

➢世界の主要なチョークポイント・シーレーンの不安定化、不確実性の高まり

➢チョークポイントは、海上交通の
要衝・隘路（狭くて通航の困難な
地点）を指す

➢アジアと欧州を結ぶスエズ運河、
太平洋と大西洋を結ぶパナマ運河、
日本が輸入する原油の約9割が通
過するホルムズ海峡やマラッカ・
シンガポール海峡などは世界の海
上輸送において重要な地点である

19
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スエズ運河-紅海-バブ・エル・マンデブ海峡

➢2023年10月にイスラエルがパレスチナ自治
区ガザ地区のイスラム組織ハマスに対する
軍事行動を開始

➢11月にハマスとの連帯を掲げるイエメンの
反政府勢力フーシ派が、バブ・エル・マン
デブ海峡周辺を航行する船舶に対して攻撃
を開始

自動車専用船「Galaxy Leader」の拿捕以降、商船
への攻撃は90件に及ぶ

➢日本の大手海運会社や主要なコンテナ船社
などは紅海の航行を回避し、喜望峰経由へ
の航路変更等の対応をとった

20出所：NHK国際ニュースナビ、Lloyd's List
フーシ派による商船への攻撃

海運の動向



バブ・エル・マンデブ海峡を通航した船舶（隻）
➢23年末から24年にかけ

て通航隻数が大きく減
少

23年11月上旬の4割ほどに

➢スエズ運河の通航も同
様に減少、スエズ運河
庁は、通航料収入が40-
50%減少したと明らか
にした

23年6月末までの1年間に
おける収入は94億ドル(過
去最高)

21

中東情勢の悪化を受けて

出所：Lloyd’s List（45週は2023/11/6-12、10,000DWT以上の船舶のみを対象としている）

海運の動向



パナマ運河流域における水利用量
海運の動向

22データ出所:IMF, パナマ運河庁

パナマの人口（左軸：人）と水の消費量（右軸：百万ガロン）パナマ運河流域における水利用量の内訳
（2023年会計年度，単位：百万㎥）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

➢ 閘門を開閉する際に多くの水を消費するため、船舶の通航における水利用量は全体の2/3
を占める

➢ パナマは人口が増加しており、飲料水の需要が増加傾向にある
➢ 保水するための森林が伐採される傾向



パナマ運河における水不足
海運の動向

➢2023年５月以降雨期になっても雨が降らず、2023年度における降水量は、1951年以
降最少の1,998mm（平年値：2,659mm）←エルニーニョ現象が背景

➢ガトゥン湖の水位が下がり、水不足の危険性が高まったことから、パナマ運河庁はパ
ナマ運河の通航制限を実施

23パナマ運河流域における降水量（単位：mm）データ出所:パナマ運河庁



海運の動向
パナマ運河における通航制限

➢2023年７月：パナマックス閘門22隻，ネオパナマックス閘門10隻の計32隻/日に制限
このころから滞船が目立つように，コンテナ船は通航を優先されていた

➢2024年６月：32隻まで通行可能に，喫水制限も45フィートに緩和

➢上水サーチャージやオークションによる収入増加により、通航関連収入は若干の減少
にとどまる

24ガトゥン湖の水位と喫水制限出所：パナマ運河庁 



海運の動向
台湾海峡

➢台湾と中国本土間の幅約130km(最狭部)
の海峡

➢中国を発着する貨物をはじめ多数の船
舶が通航

＊基幹航路、アジア域内航路、内航輸送
2022年における中台間の船舶就航数は約8,000
隻

➢日本においても、台比間のルソン海峡
を含め重要な海上輸送ルートである

➢航行の安全が確保できないような状況
となった場合、周辺港湾への寄港の中
止や航路の変更が考えられ、海上輸送
へと影響が及ぶ

25

参考：池上寛(2024)「中台間海上輸送の現状と東アジアへの影響」

アジア経済研究所『IDEスクエア』世界を見る眼【特集】「台湾リスク」と世界経済
出所：Theo Notteboom, Athanasios Pallis and Jean-Paul Rodrigue (2022) Port Economics,
Management and Policy “Shipping Lanes and Strategic Passages in Pacific Asia”



海運の動向

海賊の動向

➢2023年における船舶に対する海賊行為と武
装強盗事件は120件報告された

01年以降最少となる22年の115件から5件増加

➢09年から11年にかけ年200件を超えていた
アデン湾・ソマリア沖における海賊等事案
は、商船への武装警備員の乗船や自衛隊を
含む各国海軍による海賊対処活動等により
15, 19, 20, 22年は0件となった

23年12月には17年以来となる商船のハイジャック
事案が発生

中東情勢の変化に伴い、アデン湾・ソマリア
沖における海賊行為の増加が懸念されている

26参考：内閣官房「海賊対処レポート」

海賊等事案の主な発生場所

出所：SHIPPING NOW 2024-2025



造船業の動向

➢世界金融危機以前、中国をはじめとする
新興国経済の高成長や先進国での景気回
復によって、世界経済の規模は順調に拡
大。経済成長と連動して世界の海上荷動
き量も増加、海運市況は「海運バブル」
と呼ばれる好況期を迎えた

➢新造船受注量は00年代後半にかけて急激
に増加し、各造船所の受注残は高止まり

➢08年に世界金融危機が発生したことで経
済状況は大幅に悪化し、生産、消費、貿
易量の落ち込みによって09年の海上荷動
き量は前年の水準を下回った

➢海運市況もそれまでの好況から、一転
して運賃・用船料が大きく下落し、新
造船の発注も減少

➢世界全体の商船建造量は11年に過去
最高(1億185万GT)となり、この年を
ピークに商船建造量は減少に転じ、
13年以降は6000万総トン前後で推移
している

➢近年は、コンテナ船の発注増をはじめ
新造船の発注が回復しており、手持ち
工事量は20年を底に増加している

27

船舶産業の動向



新造船の推移（建造国別、単位：万GT）

28出所：Shipping Intelligence Networkより作成

船舶産業の動向



新造船の推移（船種別、単位：万DWT）

29出所：Shipping Intelligence Networkより作成

船舶産業の動向



21-23年における主要船種別建造シェア

➢日本は、ポストパナマックス・ハ
ンディサイズのばら積み船で過半
のシェアを有するが、コンテナ船、
タンカーやガス船のシェアは低い

➢韓国は、ばら積み船のシェアは低
いものの、メガコンテナ船・タン
カーやガス船のシェアが高い

➢中国は、ばら積み船の多くや中小
型コンテナ船、自動車船で過半の
シェアを有する。その他の船種に
おいても1,2番手のシェアを有して
いる

30出所：ベッセルズ・バリューのデータを基に海事プレス社集計資料を加工（シェアは隻数ベース）

船舶産業の動向



2018年の発注における所有地域別建造地域の割合

➢中国は約9割、韓国は約8割の
船舶を自国で建造

日本は6割に留まっており、

中国、韓国での建造が3割強

➢欧州やその他の国における中
国・韓国で建造された船舶の
シェアは一定程度あるものの、
日本建造の存在感は低い
（Rest of worldの約1割）

31
ITF (2019), “Maritime Subsidies: Do They Provide Value for Money?”, 
International Transport Forum Policy Papers, No. 70, OECD Publishing, Paris.

船舶産業の動向



将来推計

➢日本造船工業会、Clarkson、OECD
等では将来の建造量を予測

いずれも2030年代に1億GT前後/年まで増
加と推計

➢過去の竣工量、船腹量の見通し、将
来の解撤量等から各年の建造需要を
推計

➢船舶需要（海上輸送量）の動向に
よって変動するが、2030年代半ばを
ピークに増加

➢GHG削減戦略を前提とすると、ゼロ
エミ船(ready含む)が大半を占める

32

建造量実績・予測（単位：万GT）

条件：2015-2024年の船腹量増加率(年平均)3.25%が継続、船齢25年で解撤

船舶産業の動向



出所：第33回海事立国フォーラム 日本造船工業会
金花芳則会長講演資料「造船分野の競争力向上」

船舶産業の動向
将来推計（日本造船工業会）
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コンテナ船

バルカー

タンカー

百万GT

本予測の海上荷動量は IMO GHG 4th study の2050年ネットゼロを見据えたRCP1.9/OECDシナリオを原則利用した。

注１

※ 作業協力  国立研究開発法人 海上技術安全研究所

過去最大を超える
需要が継続

過去最大
建造実績

注２

2050年のネットゼロ規制がIMO（国際海事機関）で成立し、それまでに新燃料関連のインフラ整備が十分なされる前提での試算。

今後数年で需要の立上りが
見込まれるため、流れを着
実につかむ必要がある

石油需要減少により縮退

水素・アンモニア・CO2等の
輸送用途が増大

荷動きの増加と代替需要
の相乗効果がある。

同上。

2010年頃の大量建造
船（年約１億GT） が
今後更新時期を迎える

建造需要量 ＝ 荷動き増加分（IMOｽﾀﾃﾞｨ利用） ＋ 代替需要（船舶燃料の転換需要も考慮）

代替燃料船シェア予測（造工想定）

LNG燃料船の導入はIEAとDNVの中間的シナリオで設定。またゼロエミ船
の導入は現実的な開発の進展を鑑みてゼロエミレディ船の建造を想定。

※ 油焚船だが、就航後の適切な時期（燃料供給インフラ整備進展）
にアンモニア等ゼロエミ燃料への転換を見据え、将来のレトロフィット（改
造工事）が可能な設計（追加タンクの配置,船体構造強度,復元性な
ど）を施した準備船。

重油 LNG燃料

ｾﾞﾛｴﾐ燃料(ｱﾝﾓﾆｱ等) ゼロエミレディ船 ※

総船腹量 2021年：約15億総トン ⇒ 2050年：約20億総トン（見込）



船舶産業の動向
将来推計（日本造船工業会）
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出典: DNV (2021), Pathway to net zero emissions, 
Energy Transition Outlook 2021

ゼロエミ燃料船が早期に増加し、2050年に
80%超を占める。LNG燃料船の導入は少な
い。

2040年頃までLNG燃料船が増加し50%程
度を占める。ゼロエミ燃料船は徐々に増加し
2050年にはゼロエミ燃料船が80%を占める。

超早期燃料転換シナリオ

2030年頃までLNG燃料船が急速に増加し
75%程度を占める。その後はゼロエミ燃料船
が増加し2050年にシェア100%となる。
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出所：第33回海事立国フォーラム 日本造船工業会
金花芳則会長講演資料「造船分野の競争力向上」 34



造船業の現状

35出所：第３回GX実現に向けた専門家ワーキンググループ配布資料

➢ 中韓の造船所は従業員数、敷地面積、生産量ともに１事業所の規模が大きい
➢ 日本の造船業は、相対的に規模の小さな造船設備を活用

船舶産業の動向



造船業の現状

36

➢造船業に従事する就労者は、減
少傾向が続いている。協力会社
の技能職数は2016年まで増加し
4.8万人に達したが、3.3万人ま
で減少するなど、「技能者」の
減少が顕著である

出所：国土交通省海事局「海事レポート2024」

船舶産業の動向



舶用工業の動向

➢船舶に搭載される舶用機器は数万点におよぶ。推進、船内発電、操船、航
行支援、通信、荷役、居住環境、安全・環境保全等の主要機能を担い、そ
れぞれ専門メーカーで製造       約1,000事業所、従業員4.6万人 (2019年)

船舶産業の動向

37出所：国土交通省中国運輸局海事振興部「What's 舶用工業？」



舶用工業の動向

➢生産額は1兆円弱で推移、輸出比率が増加傾向であり、22年は45.3%

➢中国：約3.1兆円（2015年）韓国：約1.0兆円（2015年）欧州：約7.2兆円
（2006-2010年の平均）

船舶産業の動向

38出所：令和元年舶用工業統計年報

令和元年舶用工業製品の生産実績

舶用工業製品の生産額の推移



世界全体の船員
海事人材の動向

フィリピン 223,500

中国 183,000

インド 134,000

ロシア 78,300

ウクライナ 65,320

ポーランド 40,700

ルーマニア 26,100

クロアチア 23,100

英国 21,110

ラトビア 15,000

ブルガリア 14,700

その他 762,473

出所：Drewry “Manning Annual Review and Forecast 2024/25
39

➢船員需給の動向
比・中・印のほか東欧諸国などは主
要な船員供給国

世界全体で船腹量が増加するなか、
約4万人の需給ギャップがあると推計
（Drewry）

ロシア・ウクライナの船員減少も要
因の一つである

給与水準が上がっており、船員費の
増加要因に

輸送の担い手となる船員の確保は重要な
課題の一つである

2024年における供給国別船員数



日本の船員について

➢外航船員

日本人船員数は、2,000-2,300人で推移

➢内航船員
内航船員数は、貨物船と旅客船を合わせ
28,000人台で推移

50歳以上が44%を占めるが、近年は海上技術
学校、水産・海洋高校等の卒業生を中心に新
規就業者が増加しており、平均年齢は低下

40

年 職員 部員 合計

2020年 1,781 419 2,200

2021年 1,767 398 2,165

2022年 1,633 429 2,062

2023年 1,631 386 2,017

日本商船隊の船員の国籍別割合
出所：SHIPPING NOW 2024-2025

内航船員の年齢構成
出所：SHIPPING NOW 2024-2025

海事人材の動向



内航海運

41

輸送モード別国内貨物輸送量

データ出所：日本海事広報協会

“Shipping Now データ編”

https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php

https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php


内航海運

42

品目別内航貨物輸送量

データ出所：日本海事広報協会

“Shipping Now データ編” https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php

https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php


内航海運

内航海運の隻数

43

➢ 隻数約5,200隻 平均総トン数892トン

データ出所：日本海事広報協会

“Shipping Now データ編”
https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php

近年，船の大型化
が進んでいる

https://www.jpmac.or.jp/relation/shipping.php


内航海運

内航海運業の産業構造（１）

➢オーナーとオペレーター

• オーナー（船主）：船の持ち主．オペレーターと用船契約（船の貸借契約）を

結んで，船を貸すが，船舶管理の責任を負う．船を操作することも．1,195社

（2024年3月）

• オペレーター（運航者）：自社船のほか，オーナーから船舶を借りて荷主（用語

集2）と運送契約（用語集3）を結んで運賃をもらう．1,325社（2024年3月）

44オペレーターオーナー 荷主

船を貸す 運送契約

運賃用船料



内航海運

内航海運業の産業構造（２） 

➢内航海運の階層構造

• 少数・大規模の荷主企業の下で，少数

の元請けオペレーターが輸送

• 元請けオペレーターの下，２次請け以

下オペレーターが専属化・系列化

• オーナーも専属化・系列化傾向

• 石油・セメントはかなり専属化傾向，鉄鋼

やケミカルは“比較的”緩やか

45



内航海運

内航海運業の産業構造（３） 

➢内航海運の階層構造の例：石油

• 石油輸送では，元請けオペレーターは特定の荷主企業との関係が強い

• オーナーは，特定オペレーターのみに船舶を貸すケースが多い

46

荷主 元請けオペレーター 関係

JXTGエネルギー

鶴見サンマリン JXTGエネルギーが主要株主

昭和日タン JXTGエネルギーが主要株主

出光昭和シェル石
油

旭タンカー 出光興産が主要株主

上野トランステック 出光興産が主要荷主

コスモ石油 コスモ海運 コスモ石油の100%子会社



内航海運

内航海運業の産業構造（４） 

47

➢財務状況（１）

• 事業者全体の99.7％が中小企業

• とくにオーナー

• 船舶という巨額設備への投資が必要で，

固定比率や負債比率が他産業と比べて

著しく高い

出典：https://www.mlit.go.jp/common/001296360.pdf



内航海運

内航海運業の産業構造（５） 
➢財務状況（２）「低い収益性」「過大な投資」という矛盾した事業環境

48出典：https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001736009.pdf



内航海運

内航海運業の産業構造（６） 

➢内航海運事業者数

• 減少傾向，10年間で約18％減少

• オーナーは約26％と大幅に減少

➢内航船隻数

• 減少傾向，１隻が大きくなる傾向

➢事業の集約化，輸送の効率化の進展

49出典： https://www.naiko-kaiun.or.jp/img/naikoudeta2023.pdf



内航海運

内航海運業の産業構造（７） 

➢保有隻数

• 保有隻数2隻以下の事業者は激減，4隻以上の事業者は増加，事業集約化

• 保有隻数１隻のオーナー（一杯船主）は半分以下の大幅な減少

50出典： https://www.naiko-kaiun.or.jp/img/naikoudeta2023.pdf



内航海運

内航海運業の抱える課題（1） 

➢経営状況の問題（１）

• 中小零細事業者が多く，運賃・用船料の長期にわたる低迷が背景

• 船員の雇用・教育，船舶建造・保守管理などによる輸送能力の確保が必要

• 規模拡大や複数事業者によるグループ化などのビジネスモデルを（国も）模索

• 船舶管理会社を活用したグループ化を提案，グループ化マニュアルや船舶管理

に関するガイドラインの整備などを推進

51



内航海運

内航海運業の抱える課題（2） 

➢経営状況の問題（2）

• 2018年4月より登録船舶管理事業者制

度，31事業者が登録済（2021年10月

時点）

• 個別の事業者単位での管理より，効率

性が向上

• オペレーターに対する交渉力強化

52



内航海運
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内航海運業の抱える課題（3） 

➢二つの高齢化（１）:船舶の高齢化

• 船齢が法定耐用年数（14年） 以上の船舶数の割合が2009年以降約７割



内航海運
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内航海運業の抱える課題（4） 

➢二つの高齢化（２）:船員の高齢化

• 50歳以上の船員が約44％という状況

• 船員確保は事業継続上でも課題

• 若年船員確保に向けた官民の取組も

あり，30歳未満船員の割合は増加傾

向



内航海運
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内航海運業の抱える課題（5） 

➢船員確保の問題（１）:

• 船員は，陸上職に比して長時間労働

• 職住一致環境での長期間連続乗船

• ３か月乗船，1か月休暇が通常スケジュール

• 勤務形態については79ページの資料参照



内航海運
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内航海運
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内航海運業の抱える課題（6） 

➢船員確保の問題（2）:

• 5－10人程度の人数での乗り組み体制

• 人間関係の問題は深刻

• LINEやメールも使えない

• これらも若い船員が辞める大きな理由

• 内航船員の給料は低くない

• 就労環境の悪さの深刻度を反映
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各業種の平均月給
内航海運



海事産業の集積について

59

➢日本には、海運業、造船業、舶用工業をはじめとする海事産業が立地して
おり、国際的に一定の地位を確立している

➢海事産業の集積を表す概念として、「海事クラスター」があり、この概念
は、2000年版「日本海運の現況（海運白書）」（運輸省海上交通局）で
はじめて取り上げられた
➢海事にまつわる産業から成る「集団（クラスター）」

➢クラスター（cluster）：「ブドウの房」、転じて企業が特定地域に集中立地する産
業集積の意味

➢必ずしも地理的近接に基づいたり地域経済に限定された概念でもない

➢とくに、海事クラスターの中核産業である海運業は基本的に世界規模で営業を展開
しており、地方ではなく国の政策に影響されることが大きいことから、国内全体で
捉えるべきだという考えも（Shinohara, 2010）

海事クラスター



日本の海事クラスターの特徴

◆船主，船社と造船業が中心
船主とオペレータ

• 保有船腹量で世界第三位（一位ギリシャ）
✓邦船三社(NYK, MOL, K-LINE) 

✓船主の存在(今治船主など)

造船業
• 建造船腹量ベースで世界第三位（中国，韓国に次ぐ）
✓主要造船会社の存在 (今治造船，JMU，常石造船…)

舶用工業

港湾

60

海事クラスター



瀬戸内の船主

➢近接性：瀬戸内クラスターのユニークな特徴
➢コラボレーション：船舶の設計と使いやすさを向上

➢競争：イノベーションと効率性を促進

➢日本の国内船主は、船団規模を着実に拡大
➢2020年9月時点で、愛媛船主（約80社）は1,199隻の外航船を所有

➢2004年には、愛媛の船主は527隻を所有

➢2008年には、その数は767隻に増加した

➢船団規模は約10年間で倍増、成長率は鈍化したものの、増加は続いている

61

海事クラスター



日本の海事クラスターの概要（サービス供給の観点）

造船

部品サプラ
イヤー 修繕

船級

船主・オペレーター

銀行，金融機関

政府，地方公共団体

ブローカー大学など教育機関

非鉄金属

穀物

電子部品

製紙業

卸売，小売

石油産業

電力・ガス

自動車

鉄鋼

Others

荷主

商社

保険

港湾管理者

港湾運送

水先

倉庫・物流

■：船舶，舶用品，部品，エンジン
■：金融サービス
■：船舶運航関連サービス
■：マンニング
■：港湾の利用
■：貨物，物流舶用工業

62

船舶管理

海事クラスター
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日本海運業者
運航船

日本の
造船所

【海運業者から見て】75.1%を日本
の造船所に発注(注1,注2)

【造船所から見て】日本の海運業者の
発注量シェアは51%でトップ(注1,注2)

日本の海運業者運航船舶のうち、日本建造船舶のシェア
日本建造船舶のうち、日本の海運業者運航船舶のシェア

Source: IHS Fairplay、国土交通省「新造船政策検討会」プレス資料

注1: 1,000GT以上の船舶、2013年1月から2015年11月に建造された船舶
注2: GTベースのシェア
注3:金額ベースのシェア

【造船所から見て】92%の舶用品
を国内調達（注3）

舶用工業
その他

海事クラスター



オペレーターと荷主の関係

Table:Japanese shipping trade volume and Japanese 
Shipping Companies' Share (Unit: 10,000 ton)
Source:MLIT of Japan

➢日本の海運会社は、日本発着の海上貿易の約60%を輸送

➢輸入量は約70%

➢一次エネルギー（例：原油、ガス）のほとんど

➢日本の海運会社は、荷主および荷受人との間で長期契約

➢鉄鋼メーカー、電力、ガス会社

➢コンテナ輸送
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Export 日本船社のシェア Import 日本船社のシェア

2000 10,174 34.4 78,800 68.4

2005 13,437 33.8 81,563 64.9

2010 15,641 28.6 75,904 61.4

2015 16,898 36.0 77,774 70.0

2020 15,062 38.8 66,503 65.4

2023 14,315 44.6 65,661 70.1

海事クラスター



地域金融機関の役割

➢伊予銀行、愛媛銀行、広島銀行、山口フィナンシャルグループ
など
➢サービス：船舶融資、市場情報、人材交流

➢貸付残高：海運業界向けが一定の融資シェア

➢専門部署の拡充も

Iyo 
Bank 

Hiroshima 
Bank

Yamaguchi 
FG

Ehime 
Bank

Fukuoka 
Bank

Hyakujushi 
Bank

Chugoku 
Bank

2023 70 50 50 30 30 30 20

Table:Regional Banks’ lending as of December 2023 (Unit: 100 mil. USD)
Source:Petrofin Research
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海事クラスターの規模（瀬戸内）

➢粗付加価値額：約800億円

➢生産額：約2兆1000億円

➢地域総生産（GRP）の2.3％
➢地域における重要な雇用主

➢乗数効果：新造船受注額の2.54倍

➢地域経済発展のためのクラスター維持の重要性

66
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海事クラスターの規模の推計（全国）

67

➢産業連関表に基づく2020年の海事ク
ラスターの規模

生産額12.6兆円、付加価値額4.7兆円

➢全産業に占める割合は、それぞれ
1.14%, 0.79%

2005年以降大きな変動がなく横ばいで推移
しており、GDPの1%に満たない

単位：億円

海事クラスター



海事クラスターの規模の推計方法

➢2012年の調査以降、各産業を図のように
分類し、海事クラスターの規模等を推計

➢産業連関表における「船舶・同修理」を
造船業、「水運」部門を海運業とし、造
船業または海運業と取引がある部門を海
事クラスター(全産業)として推計

68Source: SHIPPING NOW 2024-2025

海事クラスター
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各部門の
付加価値額
生産額 造船業および海運業との取引シェア

（％）を計算

海事産業との関係の有無、程度がわかる

付加価値額や生産額のうち造船
業および海運業と関連する値が

算出される

100%

造船業および海運業の場合

造船業および海運業以外の場合

各部門の値 × 造船業および海運業との取引シェア ＝ 海事クラスター関連の数値

×

産業連関表

海事クラスターの規模の推計方法
海事クラスター



日本の海事クラスターの特徴

◆規模では日本のGDPの約1%、雇用の約0.5%

70Source: 上野ほか（2015）、内閣府「国民経済計算確報」、農林水産省「平成26年度 食料・農業・農村白書」

注：海事クラスターの粗付加価値は2011年、それ以外の産業の粗付加価値は2013年
注2:海事クラスターの雇用は2011年、農業は2014年、それ以外は2012年

粗付加価値(単位： 兆円) 雇用(単位:万人）

農業 3 168

鉄鋼業 6 25

輸送機器製造業 12 107

海事クラスター 4 34

海事クラスター



経済波及効果

船舶建造を通じた波及効果
• 日本の海運企業がLNGタンカー3隻を日本の造船所に発注した場合

✓LNGタンカーの価格 :198 億円/隻

✓従業員は賃金の73.1% を消費すると仮定

産業連関分析の試算結果：発注額の約3倍の経済効果
• 経済波及効果 :1,767.8億円

✓第一次効果: 1,551.7 億円

（海運企業からの発注額594億円含む）

✓第二次効果: 216.3億円
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日本財団「海のGDP 日本の海洋経済規模調査」

72
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わが国の海事産業の概況「海事レポート2024」

73出所：国土交通省海事局「海事レポート2024」

海事クラスター



海上輸送のライフサイクルと主要な国・地域

74Jean-Paul Rodrigue (2024) “The Geography of Transport Systems” https://transportgeography.org/contents/chapter5/maritime-transportation/life-cycle-maritime-transport/

海事クラスター



海事クラスター

海事クラスターの課題

➢船主が生き残るための独自のビジネスモデル開発の重要性
➢「日本のオペレーター」、「ばら積み船」、「長期用船」からのシフト

➢「海外」、「ばら積み船以外の船種」、「短期用船」の増加

➢BBC（裸用船）取引の増加

➢TC（定期用船）交渉の減少

➢国内造船能力の不足、海外進出の難しさ

➢世界的なインフレ傾向によるコスト増

➢船舶価格の高騰と次世代燃料船の不確実性による投資の難しさ

75



海事クラスター

海外の海事クラスター

76

◆「海事クラスター」の範囲について統一的定義はない

海事産業であっても各国で得意分野が異なる
• 同じ国であってもどの産業を中心にするか必ずしも意見の一致はない

どこまで包含するかについて見解は異なる
• 客観的な手法が定まっているわけではない

同じ国についても経済規模についての計算結果が異なることがある
• 例：英国

• 5.8兆円（2014年、Maritime UKの発表数値）

• 2.4兆円（2015年、英国運輸省資料）



海事クラスター

海外の海事クラスターの例（１）

Advantagous industry

Netherland Port-related industry

U.K. International Organization(IMO), Baltic Exchange, Financial Service, Insurance

Norway Drybulk, Tanker, Offshore shipping

Denmark Shipping(Maersk)

Germany Container Shipping(Hapag-Lloyd) and Ship Finance

Greece Shipowners

Singapore Port-related industry(PSA), Shipping(NOL), Ship Management

Hong Kong Port-related Industry(Hutchison)

Phillipines Seafafers

China Shipping(COSCO), Shipbuilding

Korea Port(Busan) and Logistics, shipbuiliding

Japan Shipping(NYK, MOL, K-LINE), Shipbuilding(Imabari Zosen, JMU,…), Shipowners

Source: Shinohara(2010) and other information 77



海事クラスター

海外の海事クラスターの例（２）

78

オランダ デンマーク イギリ ス フランス 香港 シンガポール

外航海運 海事サービス 保険 外航海運 船主・ オペレータ 外航海運

内航海運 オフショ ア 法律・ 仲裁サービス 港湾 船舶管理 内航海運

港湾 船主 船級 造船 ブローカー バンカリ ング

海事サービス 行政・ 司法 ブローカー オフショ ア 金融 船舶管理

造船業 金融・ 保険 金融 海洋スポーツ 法律・ 仲裁サービス ブローカー

海事関係設備 舶用工業・ 造船業 船舶管理 漁業 保険 船主

海洋スポーツ リ クルート ・ 教育 教育・ 研究機関 海洋再生エネルギー 造船業 保険

漁業 研究 国際機関 海洋資源 舶用工業 法律・ 仲裁サービス

浚渫 ネッ ト ワーク 保険 海軍・ 沿岸警備 教育・ 研究機関 行政

オフショ ア（ 海洋開発） 海洋調査 調査機関 教育・ 研究機関

海軍 教育機関 行政 海事関連研究開発・ IT

その他 港湾 船級

調査機関

造船業

舶用工業

オフショ ア



海事クラスター

海外の海事クラスターの経済規模

Source: 上野ほか（2015）、各種発表を基に講演者作成
79

粗付加価値(単位： 兆円) 雇用(単位:万人）

オランダ 3 22

デンマーク 4 12

香港 1 57

シンガポール 2 10

日本 4 34



海事クラスター

Li and Luo(2021)のレビュー概要
• 英語で書かれ、査読付き国際ジャーナルに掲載された56本の論文のレ

ビュー
• 学術誌に海事クラスターの論文が出たのは1999年

• 1999-2004：5本，2005-2009：7本，2010-2014：24本，2015-2019：20本

• 海事クラスターの地域経済と国内経済における役割
• 多くの国や地域にとって、海事クラスターの発展は地域経済と物流開発だけでなく、

国民経済の発展にとっても戦略的重要性
• 波及効果があるため（Shinohara,2010）

• 多くの国で地域開発の重要な戦略として海事クラスターの発展を位置付け
• オランダ：2017年に海事クラスターの総生産額は約551億ユーロで、付加価値総額は約228億

ユーロで，GDPの約3.1%、2016年には3.3%，海事部門は26万人の雇用を創出，総雇用の
2.85%(Maritime by Holland 2018)

• 英国：2017年に海事部門は粗付加価値で約170億ポンド，従業員約22万100人の雇用，53億ポ
ンドの税収（総税収の0.7%），輸出全体の2%(Maritime UK 2019)

• 香港：2016年に海事・港湾産業は約283百万香港ドルの付加価値，GDPの1.2%であり、85,720
人の雇用を提供し、これは香港の総雇用の2.3%を占めていた(THB 2018)

80



海事クラスター

政府政策における「海事クラスター」の最初の出現

81



海事クラスターの出現と発展に関する要因
• 内在的要因（Intrinsic factors）:

• 港湾または製造センターの近接性
• 自然条件
• 海事の歴史と文化

• 外在的要因（Extrinsic factors）:
• 地域当局と研究機関
• 競争、部門間の効果的なつながり、チャンス
• イノベーション、技能伝達、交渉力
• 個々の企業間の相互作用と相互影響
• 労働力プール、専門的サービス、クラスター内で所有されているトン数、規制機関の存在、荷主と

用船者の物理的近接性
• 海運サービスにおける専門化と市場シェア、海運企業の数、競争力とサービスの質
• 集積経済、国内産業、文化
• 地理的集中、クリティカルマス、利害関係者間の活発なビジネスチャネル
• クラスターの条件、戦略、構造と競争、需要条件、サプライヤーと関連産業、政府、チャンス

• 両方（Both）:
• 要因の条件
• 戦略、構造、競争
• 需要条件
• サプライヤーと関連産業
• 政府とチャンス

82
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海事クラスター
海事都市ランキングに関する２つの報告書

各項目のトップ5と総合順位
➢ノルウェーのコンサルタント会社 Menon 

Economics と欧州船級協会 DNVは“THE 
LEADING MARITIME CITIES OF THE 
WORLD”2024年版を発表

「海運」、「リーガルサービス/ファイナンス」、「海
事テクノロジー」、「港湾・ロジスティクス」、「魅力
と競争力」の五項目で順位付け

➢総合順位：東京7位、大阪20位

➢英国のボルチック海運取引所と中国国営通信社
の新華社は“Xinhua-Baltic International 
Shipping Centre Development Index 
Report”2024年版を発表

基準は「港湾」（コンテナ・ドライバルク・リキッドバルク取扱
量、クレーン基数、コンテナバース長さ、喫水）、「ビジネス
サービス」（シップブローカー、管理会社、定期船・不定期船企
業、船級協会、海事弁護士・仲裁人、船舶金融機関の数、船体保
険料）、「一般的な事業環境」（政府の透明性、政府・行政の電
子化、関税、物流パフォーマンス指数）で、ウェイトは20％, 
50%, 30％

➢総合順位：シンガポール、ロンドン、上海、香
港、ドバイ、ロッテルダム…東京は12位

83

出所：A Menon Economics and DNV Publication “THE LEADING MARITIME CITIES OF THE 
WORLD 2024”

都市別の指標であり、大規模港湾を有する地域の評価が高
くなる傾向がある
海事産業のコアであり、かつては世界トップシェアであっ

たわが国造船業や海運業（所有・運航）の規模が相対的に伸
び悩む一方、海事サービスや事業環境等ソフト面での魅力・
競争力は乏しく、海事産業のビジネス拠点での優位性がある
とはいえない
今後も世界の貿易量≒海上輸送需要や船腹需要の増加が見

込まれるなかで、これまで成長を妨げていた課題を克服し競
争力強化をしなければ、わが国の海事産業の地位低下・規模
縮小が危惧される



海事クラスター
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業界構造の変化の兆し
Source: 国土交通省「交通政策審議会第３６回
海事分科会」資料



産業クラスターの成功例と地方政府
海事クラスター

85
Source: 関西広域連合作成資料



海事クラスター
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欧州における地域イノベーション促進策

Source:経済産業省地域経済産業グループ作成資料



統計資料：海上輸送量関連
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世界の海上輸送量（品目別、単位：百万トン）

88出所：Clarksons Research “Shipping Review & Outlook March 2024”
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世界の海上輸送量（品目別、単位：十億㌧㍄）

出所：Clarksons Research “Shipping 
Review & Outlook March 2024”



世界の海上輸送量（輸出地域別、単位：百万トン）

90
出所：S&P Global, GTAS Forecasting より作成
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世界の海上輸送量（輸入地域別、単位：百万トン）

91出所：S&P Global, GTAS Forecasting より作成



統計資料：船腹量関連
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船腹量の動向（船種別、単位：百万DWT）

93出所：Clarksons Research “Shipping Review & Outlook March 2024”
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船腹量の動向（船籍国別、単位：百万DWT）

94出所：UNCTAD Statisticsより作成



船腹量の動向（実質所有国別、単位：百万DWT）

95
出所：UNCTAD Statisticsより作成



統計資料：造船関連

96



97

新造船の推移（船種別、単位：万DWT）

出所：Shipping Intelligence Networkより作成



グループ別手持ち工事量（引渡予定年別）単位:千CGT

98出所：Clarksons Research “World Shipyard Monitor, June 2024”より作成



船価の推移 単位：百万ドル

99出所：Shipping Intelligence Networkより作成
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建造年別船腹量

100出所：Clarksons Research “World Fleet Monitor, June 2024”



付属資料：調査研究の概要（抜粋）
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JMCによる諸外国の海運施策調査

➢船舶登録制度（第二船籍などを含む）、海運税制（トン数標準税制、加
速度償却、買換特例など）、船員税制など

➢便宜置籍国については調査項目が異なり、登録制度が中心
• ２０１２年報告書：韓国、中国、デンマーク、ノルウェー （便宜置籍国として、

パナマ、リベリア）

• ２０１３年報告書：シンガポール、台湾、インド、フランス

• ２０１５年報告書：ドイツ、スイス、英国、米国（便宜置籍国として、マーシャ
ル諸島）

• ２０１７年報告書：ギリシャ、オランダ、スウェーデン、中国、韓国

➢（参考）船員の所得税軽減制度の調査
• ２０１０年報告書：デンマーク、フランス、ドイツ、オランダ、ノルウェー、英

国、韓国、中国など

➢ JMCでは諸外国の海運施策について継続的に調査を実施

102



諸外国におけるトン数標準税制実態調査

➢日本籍船450隻の達成が近づく中、次期トン数標準税制（現在
のトン数標準税制は令和１０年３月が期限。５年間の時限措
置。）のあり方について検討の必要性があり、 同じくトン数標
準税制を導入している諸外国の動向や実態を把握するため以下
の調査を実施

• 調査対象国
✓米国、英国、フランス、ドイツ、イタリア、 デンマーク、スイス、 シ

ンガポール、 中国 、台湾 、韓国

• 調査項目
✓トン数標準税制の政策目的 （定性・定量）

✓トン数標準税制を導入した背景

✓トン数標準税制の内容

2023年度調査
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日本のトン数標準税制-その導入過程と特徴-

➢諸外国における調査をふまえ、わが国の外航海運分野での国際競争
力強化のための施策（海運強化策）に関して、２００８年に導入さ
れた日本のトン数標準税制の導入経緯や内容、諸外国での制度比較
を通して、今後の検討材料の提供を目的に調査を実施

➢本報告書では、わが国のトン数標準税制に関し、公表資料に基づき
その導入過程を明らかにし、また、欧州諸国の同税制との比較から
特徴（日本船舶・船員確保計画など）を明らかにした。

➢海外のトン数標準税制との競争条件のイコールフィッティングの観
点からは課題が存在

報告書リンク

2020年度調査

https://www.jpmac.or.jp/file/1631845649382.pdf
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世界の外航海運企業のプロフィール等の分析

➢調査対象である諸外国の海運企業について、実態に関する情報
を収集・整理
• 対象となる企業は、事業分野ごとに各10社程度（マースク、ハパック

ロイド、MSC、CMAーCGM、COSCO、エバーグリーンなど）

• コンテナ・ドライバルク、タンカー、ガス、自動車

（コンテナ船はマースクがトップの保有隻数、自動車船はNYK、ドライバルカー・タ
ンカーはCOSCOがトップ）

➢公式サイト、IR情報やデータベースから一社ごとにその「事業
戦略・特徴、財務状況等」を整理し、報告書を作成。今後の日
本の外航海運業の戦略策定等に向けた参考資料となることを期
待

2021-2022年度の２か年調査
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我が国外航海運業界から見た我が国造船業の
現状と課題に関する調査
-日本の造船業に求められるもの-

➢国内の外航海運事業者（オーナー及びオペレーター）196社を
対象に、わが国造船業の現状と課題についてアンケート調査を
実施
• 回答率は18％（回答事業者数：36社、回答事業者が所有又は運航する

外航船：計2,871隻）

➢アンケート結果をふまえ、外航海運業者の国内造船業・造船所
に対する認識や課題、今後のニーズ等について明らかにした

⇒日中韓３か国の造船所を比較し、「品質」「納期の確実性」、「アフ
ターサービス」などで優位。国内造船所の存在が外航海運業に様々なメ
リットをもたらしており、将来的にも日本国内の造船所の存在が必要、
との意見が大半。

調査報告書【概要】

2011年度調査

https://www.jpmac.or.jp/img/research/pdf/D201210.pdf
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中国の造船産業政策の目的と成果に関する考察
（外部論文）

➢中国の造船業を対象に産業政策についての実証的研究
✓補助金の規模の推計

✓補助金の内訳

✓産業への影響

✓効果の評価

✓費用対効果

✓政策設計

➢中国の造船業への産業政策が生産量と市場シェアの拡大には効果的であったものの、経
済的な観点からは効率的ではなかったことを示し、政策設計の重要性も指摘

➢著者の一人であるMyrto Kalouptsidiの研究分野は、産業組織論・国際貿易であり、交通
市場に関心がある。中国政府による造船業への補助金を取り上げた複数の論文を執筆

https://drive.google.com/file/d/143U9-Au8-FlDwH_bXY3fRIB8zmGa5DDJ/view?usp=sharing

https://drive.google.com/file/d/16c1bCrO56wvWpn73OdXI6JwujDmZYuq8/view?usp=share_link

Panle Jia Barwick, Myrto Kalouptsidi & Nahim B. Zahur(2024). “Industrial Policy: Lessons from Shipbuilding” 
Working Paper, Prepared for the  Journal of  Economic Perspectives.

https://drive.google.com/file/d/16c1bCrO56wvWpn73OdXI6JwujDmZYuq8/view?usp=share_link
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国際海運のGHG削減に向けたIMO中期対策に
関する調査

➢IMOにおける「中期対策：技術的手法と経済的手法を組み合わせた制度、
2025年に承認・採択され、2027年中に発効予定」導入の議論

➢日本が提案する化石燃料を使用する船舶に課金し、代替燃料を使用する船
舶に還付を行う「feebate制度」について各国の理解増進や合意形成を目
指すため調査を実施

➢日本提案および中期対策に関連する他国の提案、ならびにこれまでの会合
で各国から示された意見等を踏まえ、feebate制度の更なる詳細設計につ
いて検討し、報告書を作成

IMOでは中期対策を２０２５年３月のMEPC83で採択予定

2020年度より継続的に実施
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海事クラスターに関する調査研究
（日本全体）

➢2012 年にわが国における海事クラスターの規模について初めて付加価値
額（2005-2010 年）、売上高（2005-2010 年）、従業者数（2006、2009 
年）を算出し、分析結果を他機関の調査結果と比較

➢2015 年にはわが国における海事クラスターの規模について、1980 年から 
2011 年まで 5 年ごと（2010 年除く）の粗付加価値額、生産額、従業者
数を算出

➢同15年には 2011 年のわが国の造船業と海運業の経済波及効果を算出

• これらの調査においては、産業連関表、国民経済計算、法人企業統計、
経済センサス等の統計データを用いて分析

産業連関表の改定に伴い5年に1度実施
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「愛媛県海事クラスターにおける集積効果とその発展について」
（海事交通研究第65集、2016年12月）

➢特定地域における海事クラスターに着目した検証

➢愛媛県における海事クラスターの概要や集積効果を調査
• 同県内海事クラスターの粗付加価値額および生産額（1995、2000、2005、2011 年）を算出し、

県内産業への経済波及効果を分析

➢海事クラスターを構成するステークホルダーの関係と集積効果、および海事クラスターの
経済規模について、現地ヒアリング調査をもとに実態を把握し、発展の経緯や各産業の規
模の推移、集積効果の状況を分析

【リンク】愛媛県海事クラスターにおける集積効果とその発展について

「日本の海事政策と瀬戸内海事クラスター」（運輸と経済2021年7月号）

➢海事産業強化法の成立や内航海運における暫定措置事業の終了といった政策転換の決定を
背景に、瀬戸内地域の海事クラスターの概況を整理し、海事政策の変更が同海事クラス
ターのあり方に与える影響について考察

海事クラスターに関する調査研究（各地域）

2016年度より継続実施

https://www.ymf.or.jp/wp-content/uploads/65-2.pdf
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世界の海事クラスターに関する既往研究レビュー
（外部論文）

➢過去20年間の海事クラスター研究の主要な要素を分析
• 1999年-2019年における56本の論文

• 概念の発展、対象産業分野、研究方法、クラスター化の要因、特定のクラスターに
関する研究、海事サービス企業間の関係など

• International Maritime CentreとMaritime Clustersの違いを明確化

➢分析によって、既存の研究の潜在的な問題点や課題を特定し、海事クラス
ターに関する将来の研究の方向性を指摘

https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/03088839.2020.1802786

Li, M., & Luo, M. (2020). Review of existing studies on maritime clusters. Maritime Policy & Management, 
48(6), 795–810.

https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/03088839.2020.1802786
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